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 新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、緊急事態宣言が全国に拡大するなど危機的な状況が継続しています。当初５

月６日までだった緊急事態宣言が同月３１日に延長され、先行きが見通せない中、新型コロナウイルス感染症の社会経

済に与える影響が甚大なものであることに鑑み、感染症及びその蔓延防止のための措置の影響により厳しい状況に置か

れている納税者に対し、緊急に必要な税制上の措置を講じられました。今回はその中から「住宅ローン控除」「寄付金控

除」の税制措置についてご説明致します。 
１．住宅ローン控除の適用要件の弾力化（所得税） 
（１）需要変動平準化のための住宅ローン控除の特例の適用（令和３年分以後の所得税について適用） 
新型コロナウイルス感染症の影響による住宅建設の遅延等への対応として、住宅ローンを借り入れて新築した住宅、取

得した建売住宅又は中古住宅、増改築等を行った住宅（以下「住宅等」とする）に令和２年１２月末までに入居できなか

った場合でも、次に掲げる要件を満たす場合には、控除期間が１３年に延長された住宅ローン控除を適用することがで

きます。（住宅ローン控除のその他の要件等の詳細につきましては前回発行のＮＯ．５００をご参照ください） 
①新型コロナウイルス感染症の影響によって住宅等への入居が遅れたこと 
②一定の期日（※１）までに新築、建売住宅・中古住宅の取得、増改築等に係る契約を行っていること 
③令和３年１２月間末までの間に②の住宅に入居していること 
※１．一定の期日…新築の場合は令和２年９月末、新築以外の場合は令和２年１１月末までとなっております。 
（２）中古住宅取得から６ヶ月以内の入居を求める要件の緩和（令和２年分以後の所得税について適用） 
住宅ローンを借りて取得した中古住宅について、その取得の日から入居までに６ヶ月超の期間が経過していた場合でも、

次に掲げる要件を満たす場合には、住宅ローン控除を適用できます。 
①取得後に増改築等を行った中古住宅への入居が、新型コロナウイルス感染症の影響によって遅れたこと。 
②①の増改築等の契約が、中古住宅取得の日から５ヶ月後まで又は令和２年６月３０日までに行われていること。 
③①の増改築等の終了後６ヶ月以内に、当該住宅に入居していること。 
２．住宅ローン控除の適用要件の弾力化（住民税） 
現行は、住宅ローン控除可能額のうち所得税から控除しきれなかった額を、控除限度額の範囲内で個人住民税から控除

します。新型コロナウイルス感染症の影響で上記の１が講じられる場合には、その対象者についても、住宅ローン控除

可能額のうち所得税から控除しきれなかった額を、控除限度額の範囲内で個人住民税から控除できます。 
※控除限度額は所得税の課税総所得金額等の７％（最高１３．６５万円）で所得税と同様、やむを得ない場合の令和３年

１２月末入居分までの措置です。 
３．中止等されたイベントに係る入場料等の払戻請求権を放棄した者への寄付金控除の適用 
チケット代金の払戻しを受けず、アーティスト等の主催者に対して寄付した場合に、寄付金控除が受けられる制度が創

設されました。 
（１）国税 
政府の自粛要請を踏まえて文化芸術・スポーツイベントを中止等した結果、主催者に大きな損失が生じている状況を踏

まえ、文化芸術・スポーツに係る一定のイベントの入場料等について、観客等が払戻請求権を放棄し、主催者から交付さ

れる「指定行事証明書」、「払戻請求権放棄証明」の２種類の証明書を添付して確定申告をすることによって、当該放棄し

た金額について、寄付金控除（所得控除及び税額控除）の対象とされます。 
※1.不特定かつ多数の者を対象とするイベントであって、令和２年２月１日から令和３年１月３１日までに日本国内で
開催する予定だったものであり、かつ、現に中止等されたものが対象となります。 
※2.本特例を用いた寄付金控除の対象金額は上限２０万円です。その他の要件については、現行の寄付金控除と同様とな
っております。 
（２）地方税：個人住民税における対応 
①所得税において寄付金控除の対象となるもののうち、住民の福祉の増進に寄付するものとして当該地方公共団体の条

例で定めるものについて、当該地方団体の個人住民税の税額控除の対象となります。税額控除割合は合計最大で１０%
（道府県民税４％・市町村民税６%）となっております。 
※指定都市に住所を有する者については、道府県民税２％・市民税８％となっております。 
②本特例を用いた寄付金控除の対象金額（対象となる寄付金額）は、所得税と同様の上限となっております。 
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